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なお、社外監査役 3名が専任している組織と当社との間に直接の取引はありませんが、社外監査役 1名が代表取締役を努

める会社が当社株式 600,000 株（1.01%）を保有しております。 

 

（8）関連当事者との関係に関する基本方針 

当該関連当事者との取引は極力実施しない方針でありますが、実施した場合には、積極的に開示していく方針であり

ます。 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（1）経営成績 

①当期の概況（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日） 

当期におけるわが国経済は、長引く株式市場の低迷、完全失業率の高水準化、デフレ進行による消費マインドの低

下など、依然として厳しい環境下にあります。同様に、世界経済につきましても、米国における企業会計不信や
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重要な会計方針 

         期別 

項目 

第4期 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 

第5期 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

1．有価証券の評価基準及び評価

方法 

（1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

 

(2) 子会社株式 

― 
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期別 

項目 

第4期 

自 平成13年4月 1日 

至 平成14年3月31日 

第5期 

自 平成14年4月 1日 

至 平成15年3月31日 

5．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、
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(有価証券関係
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(重要な後発事象
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 
(単位：千円) 

第5期 

自 平成
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③株式会社日経ビーピーとの提携について   

当社は、平成 14 年 2 月より、株式会社日経ビーピーとの共同企画として、同社が運営するバイオ・テクノロジー関連

 受 託 事 業 収 入 27,162 46.5 48,856 46.3 215,628 60.2 65,575 33.9 67,062 24.4 
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興財団(九州経済産業局による再委託)より、｢平成 13 年度即効型地域新生コンソーシアム研究開発事業(遺伝子変異解析

と尿中癌マーカーの測定による新しい癌診断キットの開発)｣の受託研究を行ってまいりました。また、平成 16 年 3 月期

においては、
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３．大学等との関係について 

(1)国立大学と民間企業の関係について 

 当社は、熊本大学から当社事業に関する新たな技術導入及び移転を目的として、同大学との共同研究を実施しており、

今後も良好な関係を維持していく方針であります。なお、昨今の国立大学と民間企業との関係としては、大学等から生じ
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②自社による作製設備の設置について 

当社は当面の間、遺伝子破壊マウスの作製規模拡大について業務委託先の活用及び複数社への拡大により対応を図る

方針でありますが、バイオ・テクノロジー業界における急速な研究の進展等が想定されることから、競合他社等との差

別化の必要性等もあり、早期に遺伝子破壊マウスの系統樹立数の拡大が必要であると考えております。 

当社は現在、兵庫県神戸市において平成 16 年夏頃の稼動を前提とした自社による遺伝子破壊マウス作製施設、及び遺

伝子機能解析能力を充実させることを目的とした施設の建設を計画しており、多額の設備投資が必要となるものと考え

ております。当該設備投資については、費用負担増加による業績及びキャッシュフローへの重大な影響が想定されるも

のでありますが、これらが当社の事業計画どおりに寄与する保証はありません。また、今後の当社事業の状況等によっ

ては、当該設備投資が実施されない可能性もあります。 

なお、神戸市との間で、平成 15 年 3月 7 日付で7考� 










